
 

 

令和２年１月１７日                                                             

第 15 回中部地域エネルギー・温暖化対策推進会議の開催について 

(※本イベントは 12 月 23 日 14:00 に発表済みです。報道機関の皆様へ詳細のご案内です。) 

2019年12月23日付けにてご案内しておりました、第15回中部地域エネルギー・温

暖化対策推進会議の詳細が決定いたしましたのでお知らせいたします。 

本年度の会議では、「環境教育」をテーマに、次世代を担う若者による実践的な

環境学習活動、先進的な環境教育制度に関する講演を行っていただきます。 

是非取材いただきたく、お知らせ申し上げます。 

開催概要 

【日 時】令和２年１月２２日（水） １３:００～１６:００ 

     ※開始１０分前までに会場へお越し下さい。 

 

【会 場】独立行政法人国際協力機構中部センター（ＪＩＣＡ中部）セミナール 

     ームＡ 

     愛知県名古屋市中村区平池町４丁目６０－７ 

     https://www.jica.go.jp/chubu/office/access_map.html  

 

【出席者】国の地方支分部局、域内の地方公共団体、エネルギー関係者、経済団体、 

     消費者団体など３２機関、応募による一般参加者３名（予定） 

 

【議 題】（１）国からの情報提供 

①エネルギー政策の方向性 経済産業省 

②気候変動と地域における脱炭素化 環境省 

 

 （２）講演：低炭素地域づくりに向けた環境教育の実践と国際交流 

※イントロダクション（名古屋産業大学 伊藤先生） 

①環境教育の実践と国際交流 

学校法人高田学苑高等学校 生徒のみなさま 

②環境教育法施行後の台湾における学校環境教育と児童・生徒の環境意識 

名古屋産業大学大学院環境マネジメント研究科博士後期課程 許容瑜様 

                                             

（３）構成機関からの報告 

①農林水産省東海農政局 

農業分野における気候変動・地球温暖化対策について 

②三重県 

ミッションゼロ ２０５０ みえ ～脱炭素社会の実現を目指して～ 

③富山県 

富山県における温暖化対策について 

 

（４）全体質疑 

https://www.chubu.meti.go.jp/
https://www.jica.go.jp/chubu/office/access_map.html


 

 

 

【事務局】 経済産業省 中部経済産業局 エネルギー対策課 

環境省 中部地方環境事務所 環境対策課 

 

【取材のご登録について】 

取材申し込み用紙にて、１／２１（火）１６：００までに、エネルギー対策課（ＦＡ

Ｘ：０５２－９５１－２５６８）までお申し込み願います。 

 

＜講演のご紹介＞ 

 環境の取り組みは、生活に密着し、かつ息の長いものです。将来顕在化するであろう

環境問題と実際に直面する若い世代が、自らの問題として捉え、率先して行動すること

により、その活動等が、他の世代や広く社会へ影響を与えることが期待されます。若い

世代への環境に対する意識付けには、教育現場等における環境教育が重要な役割を果た

します。今回、中部地域における、環境教育の先駆的な実践事例として次世代の若者で

ある高校生による取り組みや、市民の環境意識が高い台湾における環境教育の制度につ

いてご紹介いただきます。 

 

○学校法人高田学苑高等学校 生徒のみなさま 

高田学苑高等学校では、名古屋産業大学、地元企業等との産学連携により、環境問

題に対し、若者が自ら課題認識し、自ら行動し、その活動内容を周囲に伝えられるこ

とを目的とした人材育成に取り組まれています。実践的な活動を通して環境について

学ぶため、学内外に設置したＣＯ２濃度測定器による定点観測を行い、生徒による分

析や仮説の導き出し、対外発表など、探究的な学習が行われています。また、台湾の

高校と共通のテーマ設定（地球温暖化の防止）によるインターネット会議を開催し、

活動を発表しあうことで環境学習を通じた国際交流を進めています。 

 

 ○名古屋産業大学大学院環境マネジメント研究科博士後期課程 許容瑜さん 

台湾では、「コンビニレジ袋の有料化」や「プラスチックゴミの削減」など日本に

先駆けた取り組みが進展しています。その背景には、学生だけでなく教師、行政の職

員に一定時間の環境教育受講義務が課せられているなど環境教育法を元に社会全体で

の取り組みが進められており、環境に対する市民の意識は高くなっています。 

今回の講演では、環境教育法施行後の学校教育が児童・生徒の環境意識に与えてい

る影響についての研究報告と共に、市民の意識の違いなど興味深いお話をいただきま

す。 

 

 

 （お問合せ先） 

   中部経済産業局 エネルギー対策課長 柳原 

     担当：二ノ宮 

      電話：０５２－９５１－２７７５（直通） ＦＡＸ：０５２－９５１－２５６８ 

https://www.chubu.meti.go.jp/


 

 

 

別紙 

 

取材申し込み用紙 

 

 

会社名： 支局名： 

 

 

代表取材者氏名 連絡先（携帯番号） 

  

E-mail アドレス： 

取材者氏名 
属性 

（記者、ムービー（カメラマン、アシスタント）、スチールカメラマン他） 

  

  

  

 

・当日取材はフルオープンです。 

・受付にてお名刺を頂戴します。 

・撮影については、講演等の内容に係るスライドの撮影はできません。  

・報道機関の方の席を用意していますので、指定の場所に着席ください。 

 

 

 

 

 

申込締切：令和２年１月２１日（火）１６：００ 

FAX：０５２－９５１－２５６８ エネルギー対策課 野澤 宛て 

https://www.chubu.meti.go.jp/

